
 

【参考資料１】 

事業者の皆様へ 

 

 当局における個人情報等を取り扱う契約締結後は、下記体制の確保や対応が必要とな

る場合がありますので、ご承知おき願います。 

 

①  受注者は、本業務で知り得た保護すべき情報（契約を履行する一環として契約相手 

 相手方が収集、整理、作成等した情報であって、担当部局が保護を要さないことを

同意していない一切の情報をいう。以下同様。）を適切に管理するため、次の履行

体制を確保するとともに、発注者に対し「情報管理体制図」及び「情報取扱者名簿」

（別紙様式）を提出し、担当部局の同意を得ること。また、これらに記載した情報

に変更がある場合は、予め担当部局の同意を得ること。 

 

（確保すべき履行体制） 

・本業務で知り得た保護すべき情報の取扱者は、当該業務の遂行のために最低限必要

な範囲の者とすること。 

 

・本業務で知り得た保護すべき情報は、情報取扱者名簿に記載のある者以外に伝達又

は漏洩されないことを保証する履行体制を有していること。 

 

・担当部局が同意した場合を除き、契約相手方に係る親会社、地域統括会社、ブラン

ド・ライセンサー、フランチャイザー、コンサルタントその他の契約相手方に対し

て指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者を含む一切の契約相手方以外の者

に対して伝達又は漏洩されないことを保証する履行体制を有していること。 

 

② 本業務で知り得た保護すべき情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏洩し

てはならない。ただし、担当部局が同意した場合はこの限りではない。 

 

③ 本業務で知り得た保護すべき情報を記録した資料に関する業務履行完了後における

取扱い（返却・削除等）については、担当部局の指示に従うこと。 

 

④ 本業務で知り得た保護すべき情報について、報道等での指摘も含め、漏洩等の事故

や恐れが判明した場合については、業務の履行中・履行後を問わず、事実関係等に

ついて直ちに担当部局へ報告すること。なお、報告がない場合でも、情報の漏洩等

の懸念や事故等がある場合には、国土交通省が行う報告徴収や調査に応じること。   



①　情報取扱者名簿 　　　※情報取扱者は本業務の遂行のために最低限必要な範囲の者とする。

（※１） 本業務における情報取扱のすべてに責任を有する者。

（※２） 本業務の進捗状況などの管理を行う者で、本業務で知り得た保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。

（※３） 本業務で知り得た保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。

※このほか、日本国籍以外の国籍を有する者については、国籍やパスポート番号等を別途報告するものとする。

②　情報管理体制

※本業務の遂行にあたって、保護すべき情報を取り扱うすべての者を記載すること（再委託先等も含む）。

③　その他

・情報管理規則等の内規を別途添付すること。

・必要に応じ、本別紙記載の内容を確認するため追加で提出を求める場合がある。

会社名・住所 所属部署 生年月日

A

情 報 取 扱 者

【別紙様式】

情報取扱者名簿及び情報管理体制図

・別途提出している資料により必要な情報を確認できることを担当部局が認める場合には、当
該資料で代用することができる。

再委託先等 F

B

C

情報管理取扱者
（※２）

情報管理責任者
（※１）

業務従事者
（※３）

D

E

氏　名

情報管理責任者

情報取扱管理者

業務従事者

再委託先等

A

D

F

E

C （経費情報管理）B （進捗状況管理）


